
平成２２年度事業報告  
 

平成２２年度本会事業を次のとおり報告する。  
 

【会員の動向と取扱い事件の推移】 

  平成２３年４月１日現在の会員数は２１６名である。この１年間に入

会した会員は９名であり、退会した会員は１２名であった。資料〔Ⅰ〕

のとおりである。平成２２年度司法書士試験に管内では１５名が合格し

た。  
  取扱い事件数の推移については、資料〔Ⅱ〕〔Ⅲ〕に記載されていると

おりである。登記事件数の減少は、ジリ貧といった状態が続いているが、

景気回復への期待感も高まることを期待したい。裁判事務事件数につい

ては、横ばいであった。特に裁判外和解手続事件数については、改正貸

金業法の影響もあり、伸びが鈍化した。  
 
【はじめに】 

  平成２３年３月１１日１４時４６分頃に、岩手県三陸沖を震源とする

マグニチュード 9.0 の東北地方太平洋沖地震が発生した。地震から津波

が発生し、岩手県、宮城県の沿岸部では壊滅した町もあり、４月１日現

在で、死者行方不明者２万 8,000 人以上、全壊建物 45,000 棟以上の未曾

有の被害が報告されている。さらに福島県の原子力発電所が被災し、放

射能汚染問題が深刻化する中、今も余談を許さない状況が続いている。  
  栃木県では、宇都宮市他２市２町で、震度６強を観測するなどし、死

者４名負傷者１２６名、住宅被害 30,000 棟以上、ライフラインのすべて

が影響を受けた。本会会館も軽度であるが損傷し、修繕の予算措置を検

討している。  
  平成２２年度は、景気回復、登記事件増加に期待の掛かる年度ではあ

ったが、期待ほどの回復はなく、ゆるやかな上昇を描くかと思われてい

た景気回復の兆しは、東日本大震災の影響で、遠のく結果となってしま

った。  
登記事件数の低迷は、司法書士制度に暗い影を落としており、誠に遺

憾な事ではあるが、不祥事や苦情申立てが増加している。「市民のための

法律家」としての司法書士制度の確立のために、我々が取組べき課題は

多く、そしてその実現の道は、長く険しいものとなっている。  
 
 



【栃木県会の実情と取組】 

オンライン申請は、新システムへの移行を平成２３年２月に終え、不

動産登記・商業登記共に２５％を超え、特に不動産登記は３０％を超え

るレベルまで達している。オンライン申請の普及という命題については、

その職責を果たすべき取組については、一定の評価がされていると考え

る。  
成年後見制度への取組に関しては、家庭裁判所からの後見人候補者推

薦依頼が、コンスタントにある中で、社会福祉協議会等からの、成年後

見制度に対する司法書士の取り組みに対する評価は、他士業との比較の

中では群を抜く存在である。栃木県内でのリーガル・サポートとちぎの

知名度が高まっていることは、疑いようのない事実であるし、司法書士

の執務に成年後見分野がしっかりと根付いていることの証明である。  
簡裁代理権獲得を契機にして、訴訟業務に積極的に取り組む会員が増

加した。特に多重債務関係業務は飛躍的な増加傾向が見られる。改正貸

金業法の影響で多重債務関係業務については、一服感はあるものの、賃

貸借問題、労働問題や消費者問題への取り組みも開始されており、消費

者問題については、消費生活センターとの連携の方法を模索しつつ、消

費者教育という観点からの高校生等への法教育問題へと流れを固めつつ

ある。  
 

【基本方針への取組】 

１．コンプライアンスの確立 

コンプライアンスの確立を目指すために、本人確認等の問題を中心

とした執務規範の事例を検討し、研修会の教材を作成した。支部研修

会において、教材を使用してもらうことで、執務のスタンダードの引

き上げに繋がることを期待している。  
２．研修制度の確立 

詳細は後掲に譲るが、全体研修会は４回開催、専門研修会を２回開

催した。「スペシャリスト養成」専門研修会の重要性は益々高まるもの

と思われる。支部研修会は、全体で１６回開催された。研修助成金も

活発に活用されている。  
３．制度広報の推進 

総合相談センターについては、運営管理者の設置、相談員研修会の

開催、運営方法の改善を進めた結果、一定の効果を見出すことが出来

た。また、とちぎ消費者ネットワークと共同して、栃木県内１４市を

訪問し、総合相談センター及び調停センターの PR 活動を行った。  
「法の日無料相談会」や「相続登記はお済みですか月間」について



は、新聞広告、自治体の広報誌、新聞記事、ラジオ等の制度広報活動

を行った。  
ホームページは、一般向けに会員検索機能が登載されて、利便性が

向上した。また会員向けに、カレンダー機能が登載されたので、活用

を期待したい。  
４．司法書士法改正、司法制度改革に対応した制度基盤の整備 

平成２３年２月２３日開催の日本司法書士会第７３回臨時総会にお

いて、司法書士法改正大綱が承認された。これは法律相談権や職域確

保の問題点があるが、業務範囲を明文化出来るところは明文化して行

く、司法書士制度を弁護士制度と並ぶ、市民に対するリーガル・サー

ビス提供機関としてのオルタナティブ（選択肢）に成長させて行く、

というのが基本的なスタンスであると思うが、改正点を絞りきれてい

ないという印象は拭えない。  
栃木県司法書士会調停センターについては、残念ながら実績はまだ

無く、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ＡＤＲ法）に

基づく認証も年度内は間に合わなかったが、委員各位のご尽力により、

着々と前進している。  
その他、賃貸借問題、消費者問題等については、裁判事務推進・消

費者問題対策委員会での対応が推進され、労働問題、自死問題、生活

困窮者に対する法的支援等の社会的な問題に対しては、対外事業対策

委員会の立ち上げにより、一歩前進した。  
 
【各部の活動】 

 
〈総務部〉 

 

・職業倫理の確立 

  国民から専門家である司法書士に対して高い職業倫理が求められてお

り、これに伴い重い責任が問われる傾向にある。業務に際しては依頼者

に対して丁寧に説明し、司法書士としての職責を自覚し職務を遂行して

いただきたい。  
 
・苦情処理に関する事業 

  本年度、会員に対する苦情が９件あった。  
  受託事件の放置ではないかと疑われるケース、登記事件において本人

確認が不十分ではないかと思われるケース、債務整理事件において依頼

者に対する説明が不十分ではないかと思われるケースなど。  



・紛議調停に関する事業（紛議調停委員会） 

  本年度、紛議調停の申立はなく、紛議調停委員会は開催されなかった。  
 
・綱紀事件への対応（綱紀委員会） 

  本年度、綱紀事案が３件あった。綱紀委員会が開催され、綱紀委員に

よる調査がされ、調査結果を会長に報告した。  
 
・非司法書士排除活動（非司法書士排除委員会） 

  本年度、法務局より調査の委嘱はなく、委員会は開催されなかった。  
 
・業務賠償責任保険に関する事業 

  引受保険会社は、三井住友海上火災保険株式会社。  
 
・会館管理 

  消防点検、エレベーター点検を行った。  
  必要な備品の購入を行った。  
  会館清掃、植木の剪定を行った。  
  東北地方太平洋沖地震後、プロジェクターの調整を行った。  
 
・事務合理化への対応 

  会員への文書配布方法を変更した。  
  全会員への文書配布を紙からメールに変更すべく、本年度もメール会

員の増加を図った。平成２３年４月１日現在、メール会員数は１４１名

であり、平成２２年４月１日時点（１３５名）より６名増加した。  
 
・危機管理への対応 

  東北地方太平洋沖地震後、速やかに会員の安否及び被害状況の確認を

行った。全会員の無事を確認した。会員の被害状況については、確認中。  
 
・会則・規則・規程の見直し 

  会則、規則、規程の見直しを行った。  
 
・福利厚生に関する事業 

  事務局職員の健康診断を平成２２年１１月～１２月に行った。  
 
 
 



 

〈経理部〉 

 

・会費納入管理 

 １．定額会費については、定期引き落としができない会員に対して、こ 

  まめに督促を行った。年度内未納者はいなかった。 

 ２．事件数割会費については、業務報告書に基づく納入方法に変更され 

たが、会員における業務報告書の正確な記載及び提出期限の遵守にも注

意を払いながら、適正な納入管理に努めた。 

 

・支出管理 

 １．適正かつ効率的に支出されているかを主眼として、日常の支出管理 

  及び定期的な帳簿チェックを行った。 

 

・決算関係、その他 

 １．本会の財務基盤の確立及び９年後の長期借入金にかかる借り換え時

（借入条件見直し時）における一部返済並びに不測の事態等に備え、

財務調整積立金を積み立てた。 

 ２．司法書士会館が建設されてから１０年以上経過し、各所に傷みが出

始まっており、今後相当規模の修繕が必要となることが予測される。

そのため、今後の修繕・改修に備え、会館修繕積立金を積み立てた。  
 ３．総務部と合同で、会則をはじめとする諸規定類の変更等について検

討を行った。 

 

・会費に関する検討 

 １．平成２３年７月から日本司法書士会連合会の普通会費が増額される

ことに伴い、また、経済情勢等現下の諸事情に鑑み、会費検討委員会

を設け、会費の額や体系、支出のあり方等に関する検討を行った。 

また、会費検討委員会の答申（資料〔Ⅹ〕）に基づき、会費に関する

規定類の見直しを行った。 

 

 
〈企画部〉 

 

・裁判事務・消費者問題対策委員会 

  本年度は、前年度で委員を２つに分けた「消費者問題対策」と「賃貸

借問題」グル－プそれぞれの活動を中心に行った。  



  「消費者問題対策」グル－プでは、委員を中心とし改正割賦販売法・

特定商取引法等の勉強会を開催した。併せて、研修委員会の協力をもと

に専門研修会（３日間）を開催した。１日目・２日目は、理論編として

当委員会委員が講師を務め、最終日は日司連・消費者問題対策部より大

澄正人氏（静岡県会）を講師として招き応用編を開催した。今後、さら

に研鑚を積み重ね次年度以降「悪質商法１１０番」を開催したい。  
  「賃貸借問題」グル－プでは、賃貸借トラブルの具体的相談事例に対

応するテキストの作成に着手した。相談から受任・訴訟から執行までの

流れを会員の執務の手助けになるような内容にすべく、委員の間で議論

を重ねた。残念ながら本年度内に完成は出来なかったが、次年度おいて

完成をすべく活動を継続して行きたい。  
  以上、各グル－プ独自の活動は、徐々にではあるが成果を上げている。  
  法教育の講師派遣においては、本年度は３校からの依頼があった。平

成２２年７月２日学悠館高校（定時制）、平成２２年１１月１５日及び１

７日佐野松陽高校、平成２２年１２月２５日児童養護施設・養徳園（さ

くら市）へ講師を派遣した。すでに各支部とも開催についての協力体制

が確立し、スム－ズな運営ができた。毎年、年度初めに県内高校を中心

にダイレクトメ－ルによる講師派遣のＰＲを行っている。残念ながら、

依頼校が伸び悩んでいる現状をみると、直接委員が学校に出向くなどの

やり方で、参加校の増加を図ることも考えたい。マニュアル本の改訂に

ついては、現在の社会情勢に合わせたものに内容を改訂すべく、まず朗

読劇等の改訂に着手した。引続き作業を進め、次年度以降に全面改訂を

行いたい。  
  裁判所との打合せ会の開催については、会員からの具体的な検討事項

の要望もなく、また裁判所側との日程調整もできなかった。  
  最後にＮＰＯ法人とちぎ消費生活サポ－トネットとの交流では、本年

度も当委員会から１名が理事に就任し、常設電話相談会にも会員が積極

的に参加した。  
 

・とちぎ消費者ネットワークへの参加 

  昨年度に引き続き当会は賛同団体として活動に協力した。  
  全体会（３回）、幹事会（４回）、学習会（２回）、シンポジウムワーキ

ングチーム会議（３回）、消費者シンポジウム（ 1 回）を開催した。  
  全体会や幹事会では、消費者問題や消費者行政に関する情報交換、意

見交換が行われた。  
  勉強会は、市長訪問の事前学習として「消費者行政」をテーマに行わ

れた。  



  消費者行政活性化のための市長訪問には、県内１４市全ての訪問に司

法書士が同席した。  
  消費者シンポジウムは、１月２７日に宇都宮大学・大学会館において、

「消費者行政」をテーマに、消費者庁職員の基調講演、市町に対して行

ったアンケートの集計結果報告、市長訪問活動の報告、パネルディスカ

ッションが行われ、賛同団体・一般消費者・宇都宮大学の学生など約１

９０人の参加者を得た。  
 

・制度調査委員会 

  本年度は前年度から引続き、「執務規範の策定」を中心に行った。  
会長からの諮問により、支部研修等に使用できるように、本人確認を中

心とした具体的事例集の作成を検討した。まず、各委員が業務上判断に

迷う事例を数例提示し、委員会で「どれが会員共通の問題なのか」等の

内容を精査し、問題事例を作成した。また問題事例とともに講師用のマ

ニュアルも作成した。今後、各支部での活用を望みたい。  
  また、前年度に検討した「債務整理事件の処理に関する指針」につい

て、平成２２年４月１０日開催の全体研修会において、当委員会の委員

長と担当常任理事が講師として、その内容について解説した。  
  それに関連し、「司法書士業務の広告に関する規則基準」の検討につい

ては、本会独自のものを策定するかを検討すべく委員会を開催する予定

であった。しかし、東日本大震災の影響で予定した委員会が開催できず、

次年度以降に検討し諮問することとした。  
 
・対外事業対策委員会 

  当委員会は、日司連が近年新たに取り組んでいる事業及び企画部の他

の委員会で取り扱えない事業に対応するために新設された委員会である。 
  具 体 的 に は 、 ① 多 重 債 務 対 策  ② 労 働 問 題  ③ 民 事 法 律 扶 助 の 推 進 

④経済的困窮者への法律支援 ⑤司法過疎地域問題 ⑥高齢者虐待防止 

⑦自殺対策 ⑧犯罪被害者支援等で、これらに対応するため担当理事１

名と新入会員を中心とした６名の委員で活動を開始した。  
  本年度はまず、委員がそれぞれの事業内容と現状を把握すべく、上記

問題の対応するエキスパ－トを講師として招き、講義を受けた。第２回

委員会において、佐伯祐子会員を招き高齢者虐待について、嶋田貴子会

員から経済的困窮者への法律支援の活動事例についての話を聞いた。ま

た、一般会員も参加可能な研修会を以下のとおり３回開催した。  
 
 



第１回 平成２２年９月３０日「法律扶助について」  
講師 市村忠男法テラス栃木副所長・  

伊藤亥一郎法テラス埼玉副所長  
第２回 平成２２年１０月２０日「相談技法及び成年後見制度について」 

講師 亀田哲男常任理事・  
小林久人リ－ガルサポ－トとちぎ支部長  

第３回 平成２２年１１月１７日「労働トラブルについて」  
講師 高根沢直人副委員長・皿嶋和平委員長  

 
また、皿嶋委員長を中心とし、連合会、関連地方団体の会議等に積極

的に出席し情報収集や意見交換等を行い、現状の把握及びネットワ－ク

の構築に努めた。  
具体的活動としては、平成２２年１１月２０日委員を中心に「クレジ

ットサラ金１１０番・労働トラブル１１０番」を開催した。相談結果は

来訪６件、電話相談３件であった。次年度以降は、その他各事業につい

て徐々に具体的な活動を開始したい。まず司法過疎地域問題の対応とし

て、平成２３年５月に日光市足尾で無料法律相談会を実施する予定であ

る。  
  また、事業内容が多岐に渡るため、同じ企画部の委員会の間で担当事

業の見直しをすることも検討している。  
 
・会報編集室 

 本年度は８回編集会議を開催し、４回会報を発行した。  
 「リーガル通信」、「支部だより」、「新入会員よりひとこと」等の従

来からの連載を継続した。  
 本年度は新企画等はなく、経費節減のため、写真やページ数を少な

くした。  
 
・広報委員会 

 本年度は４回委員会を開催した。  
 ホームページに会員検索のページ、カレンダー（暫定版）を追加し

た。  
 「栃木県司法書士会総合相談センター」、「相続登記はお済みですか

月間」、「三士会法の日無料相談会」等の案内を新聞広告した。  
 各新聞社・放送局に、相談会等の各種イベントの報道依頼を行ない、

県内各市町の広報誌に、各種イベントの案内の掲載依頼をした。  
 「三士会法の日無料相談会」についてラジオにて広報を行なった。  



 

〈研修部〉  

 

研修部として、全体研修会４回、専門研修会２回（計６日間）、年次研

修会（義務研修会）１回、新人研修会１回（１日）を実施した。各研修

会の具体的な内容については、「委員会報告書」及び「研修会実施内容」

資料〔Ⅳ〕を参照いただきたい。 

 

・  研修事業について 

  司法書士法第２条の職責を果たすため、司法書士としての資質及び実

務能力を身につけることを目的として、研修会を実施した。会員の取得

単位数、支部別取得単位は資料〔Ⅴ〕に記載の通り。取得単位０の会員

が４５名（21％）、１２単位未満の会員が６９名（32％）、合計１１４名

（53％）の会員が１２単位未満となった。残念ながら前年度同様、所定

の単位を履修できなかった会員が過半数を占める結果となった。 

  本会での研修会を補い、会員の研修会参加の機会を増やす目的で、各

支部に対し研修会実施を促したが、頻繁に研修会を開催する支部がある

一方、一切研修を実施しない支部もあり、支部によって開催の頻度にバ

ラツキが生じている。 

前年度より研修用ＤＶＤのデータベース化を進めていたが、研修用Ｄ

ＶＤの不足を指摘され、その解消のためＤＶＤライブラリーの充実化を

進めた。 

具体的な方法として、 

①  当会で実施する全体研修会等の講義を録画し、データ化する。 

録画データに加え、講師の板書等も担当を決め詳細な記録を残す。

録画の画質・音質向上のため、新たな機器（録画機・専用マイク）

を購入した。 

②  日司連より提供されるＤＶＤを順次取り揃え、その他研修用ＤＶＤ

の選定・購入を検討した。 

会員の研修単位履修状況を本会ホームページの会員名簿に公開するた

め、日司連会員研修実施要領に基づいて研修委員会で運用基準を作成し、

常任理事会や理事・支部長合同会議において検討のうえ、承認された。

本総会において「栃木県司法書士会情報公開に関する規則」を変更する

決議を経て、本年度１年間の履修状況について平成２４年度よりホーム

ページに公開する手続きを進める。 

    

 



・  全体研修会 

４回実施した。受講者の員数は下記の通り。 

第 1 回   ７６名（内補助者 1 名） 

第２回  ６３名 

第３回  ７２名 

第４回  ９３名（内補助者１２名） 

実施内容については、「委員会報告書」及び「研修会実施内容」資料

〔Ⅳ〕を参照いただきたい。 

 

・  専門研修会 

  ２回に分けて、実施した。 

第１回は、昨年に引き続き裁判事務について、３日間にわたり少人

数のグループ編成によるゼミナール形式で、一般民事事件について研

修会を行った。 

  受講者の員数は下記の通り。 

８月７日   １１名 

８月２１日  １０名 

９月４日    ７名  

  具体的事案について、事務所での相談（事情聴取）から、事実の把

握、要件事実・立証の組み立てを経て、訴状作成（起案）に至る実践

的な能力養成を図った。  

実施内容については、「委員会報告書」及び「研修会実施内容」資料

〔Ⅳ〕を参照いただきたい。 

 

   第２回は、「特定商取引法及び割賦販売法」について、３日に分けて

実施した。 

   基礎編について、本会の裁判事務・消費者問題対策委員会の委員が

講師を務め、２日間にわたり講義を行った。実例編について、静岡会

より講師を招いて残り１日、４時間の講義を行った。 

受講者の員数は下記の通り。 

１１月１３日  １６名 

１１月２７日  １４名 

１月２２日  １５名 

実施内容については、「委員会報告書」及び「研修会実施内容」資料

〔Ⅳ〕を参照いただきたい。  

 

 



・  新人研修会（新入会者研修） 

平成２２年１２月４日に実施した。前年度に引き続き、カリキュラ

ムにマナー研修を組み入れて行った。 

実施内容については、「委員会報告書」及び「研修会実施内容」資料

〔Ⅳ〕を参照いただきたい。 

   

・  新人研修会（配属研修） 

本年度の対象者は３名であった。配属研修の受け入れ事務所として  

５事務所、有資格者採用事務所として４事務所から登録いただいてい

る。 

 

・  支部研修会 

  宇都宮支部  １回 

  真岡支部  １回 

栃木支部  ４回 

  小山支部  ６回 

  大田原支部  ２回 

  佐野支部  ２回 

 

・  年次制研修会（義務研修） 

年次制研修受講対象者に対し、下記のとおり実施した。 

 日司連年次制研修会（日司連ホール）      ２名参加  

関東ブロック年次制研修会（立教大学）     ７名参加 

栃木県年次制研修会（栃木県司法書士会館）  ３９名参加 

 

・  日司連主催の研修会 

第２５回日司連中央研修会（平成２２年１２月４～５日）に２名参加。 

司法書士中央新人研修（平成２３年１月２１日～１月２７日）に 

１名参加。 

 

・  第１０回司法書士特別研修 

第１０回司法書士特別研修（平成２３年１月２９日～３月６日）に 

１名参加。 

 

・  関東ブロック主催の研修会 

会員研修会（平成２２年１１月６日）に９名参加。 

新人研修会（平成２３年１月１２日～１月１９日）に１名参加。 



・  その他の研修会 

研修部の主幹でないが、下記研修会も実施されている。 

６月２６日  法律扶助のための座談会Ⅰ     ２６名参加 

９月３０日  民事法律扶助についての研修会   １５名参加 

１０月２０日 相談技法と成年後見に関する研修会 ２２名参加 

１１月１７日 労働トラブルに関する研修会    １７名参加 

１２月１１日 法律相談のための座談会Ⅱ     １７名参加 

実施内容については、「委員会報告書」及び「研修会実施内容」資料

〔Ⅳ〕を参照いただきたい。 

 

 

〈相談事業部〉 

 
・司法書士総合相談センターの運営 

   本年度も県内５か所の総合相談センターにおいて、無料相談事業を

継続実施した。  
   各センターにおける相談件数は資料〔Ⅵ〕のとおりである。相談件

数には、やや落ち着きが見られる。昨年度に続き日光会場の利用件数

の伸びが顕著である。全体的に、債務整理案件は減少、成年後見・家

事事件に関する相談が増加傾向にある。  
本年度も、総合相談センター運営委員会において、運営方法の検証、

改善の検討を行った。宇都宮会場について研修開催日の駐車場の案内

掲示、宇都宮以外の会場における相談員用の名札作成、日光会場の相

談室案内掲示など、問題指摘、改善要望に対応した。  
相談対応時にインターネットで情報検索をしたいとの要望があり、

会員供用パソコンを購入し事務室内に設置した。個人情報の取扱いに

留意のうえ活用していただきたい。  
本年度も、リーガルサポートの協力を得て宇都宮会場に成年後見相

談担当者を配置、また、特別協力相談員の方々には格別のご協力をい

ただいている。  
 
・法の日の無料相談会の実施 

   平成２２年１０月１日から７日までの間、県内各地６か所及び各会

員事務所において実施した。（資料〔Ⅶ〕のとおり。）  
 
・「相続登記はお済みですか月間」の開催 

   本年度も、平成２３年２月１日から２８日までの間、県内会員各事



務所において実施した。相談件数は、９４件であった。  
 
・多重債務問題に関する常設相談窓口設置の検討 

   多重債務問題に関する相談窓口を平日を含め常設化する必要がある

のではないか、との総会における質問を受け、設置の可否等を検討し

た。  
 会員紹介事務を「相談窓口」と広報することによる誤解とトラブル

の懸念、会員の負担増などに鑑み、設置困難と判断した。  
 
・法律相談のための研修 

 （ 1）法律相談のための座談会  
   多様化複雑化する相談へも、相談員は常に一定水準の対応を求めら

れる。総合相談センターに実際に寄せられた事例を素材として、座談

会形式の研修を企画実施した。平成２２年６月の開催が参加者の好評

を得、１２月に第２回を開催した。研修の成果は冊子としたので、是

非お読みいただきたい。  
 （ 2）全体研修会  
   総合相談センターにおいて成年後見の相談が増加している。申立に

関する相談も多く、これらは全会員が等しく対応できなければならな

い。  
 講師をリーガルサポートに依頼し、平成２３年２月の全体研修会に

おいて、成年後見の相談への対応について研修を実施した。  
 
・司法書士会調停センター認証取得に向けての準備 

   設置規則、調停手続実施規程、運営規程の各一部改正、文書管理規

程、報酬・手数料規程の各制定により、規則規程が完備した。これを

受け、様式集を完成させ、手続運用マニュアルの作成を進めた。  
   「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律」に基づく認証申

請の準備が整い、法務省との事前相談への対応を目的として、日司連

の担当者との協議会を開催したが、制度設計の矛盾点への指摘があり、

規程の見直し改正を余儀なくされた。  
改正諸規程は１２月の理事会において承認され、様式類、手続運用

マニュアルの修正など、認証申請に向けての準備は再び継続中である。 
 
・調停センターの運営（認証取得前の試行） 

   平成２１年４月から認証取得前の試行として調停申込を開始してい

る。調停実施の実績形成、調停手続の検証を目的としたものであるが、



本年度も実際の申込案件はなかった。  
   そこで、会員の協力を得て模擬調停事件の申込を依頼し、手続の検

証と運営委員の能力向上を図った。  
 
・調停センター事件管理者、手続実施者養成のための研修 

 （ 1）全体研修会  
規則規程、様式等が完備し、認証申請の準備が整ったことから、７

月の全体研修会において、調停センターの取り組み、認証申請に向け

ての進捗状況の報告、ADR の基本的事項の解説、調停手続プロセスの

解説を行った。  
    当会の調停手続規程に即した独自のテキストを作成し、音声映像の

手法を用いて理解の向上に努めた。  
 （ 2）調停センター主催の事件管理研修  
   主に事件管理の習得を目的として、委員会作成の紛争事例を題材に、

実際の様式を使用したロールプレイ形式の研修を企画し、平成２２年

１１月開催の案内を行った。しかし、日司連との協議会の結果、規程

見直しが必要となり、急遽延期とした。  
内容更新のうえ、平成２３年３月開催の再案内をしたが、震災の影

響で、再度延期とせざるを得なかった。  
 

 

〈その他の事業〉 

 
１．（社）成年後見センター・リーガルサポートとちぎ支部への支援 

   DVD 視聴による研修会を開催した。  
 
２．関連団体との交流と情報収集 

  ・法務局との協議会の開催  
    オンライン申請普及のための意見交換会を開催した。  

・裁判所との協議会の開催  
  開催出来ませんでした。  
・五士会（司法書士、弁護士、公認会計士、不動産鑑定士、税理士）

の開催  
平成２２年９月１０日東武ホテルグランデにおいて、五士会が開

催された。本年度は税理士会が幹事会であった。各会の実情の情報

交換がされ、五士会共同事業として、五士会主催の無料法律相談会

の打合せが行われた。  



  ・三士会（司法書士、土地家屋調査士、行政書士）の開催  
平成２３年３月２９日栃木県土地家屋調査士会館において、三士

会が開催された。各会の実情の情報交換がされ、次年度の合同相談

会について、検討を行った。  
  ・宅建協会との協議会の開催  

協 議 会 は 開 催 す る 事 が 出 来 な か っ た が 、「 直 接 移 転 取 引 」 に つ い   

ての講師派遣依頼があり、対応した。  
 
３．三士会法の日無料相談会の実施 

  本年度は栃木県土地家屋調査士会が幹事会となり、１０月３日（日）

に県央会場（ショッピングモール・ベルモール）、県北会場（西那須野

公民館）、県南小山会場（道の駅思川小山評定館）、県南栃木会場（ジ

ャスコ栃木店）の県内４会場で各支部の協力のもと相談会を実施した。

相談件数は資料〔Ⅷ〕のとおり。  
 

４．五士会無料相談会の実施 

平 成 ２ ３ 年 １ 月 １ ５ 日 と ち ぎ 健 康 の 森 内 、 と ち ぎ 健 康 福 祉 協 会 教  

室において、五士会無料法律相談会が開催された。相談件数は（資料

〔Ⅸ〕）のとおり。継続的な開催が期待される。  
 
５．「住宅相談会」への相談担当者の派遣 

栃木県土木部住宅課からの依頼により、県内１１箇所の相談会場に、

延べ１２日間に１４名の相談担当者を派遣した。相談件数は、全部で

２０件であった。  
 
６．「一日合同行政相談所」への相談担当者の派遣 

総務省栃木行政評価事務所からの依頼により、平成２２年５月１３

日（佐野市総合福祉センター）、１０月１９日（ベルモール）に相談担

当者を派遣した。相談件数は、２日間で１９件であった。  
 
７．関東ブロック司法書士会協議会第５４回定時総会の主管 

   関東ブロック司法書士会協議会第５４回定時総会を主管した。会員

各位のご協力に感謝する。  
 
８．日本司法支援センター（法テラス）への協力 

   栃木地方事務所の副所長として、市村忠男会員（真岡支部）にご活

躍頂いている。また、民事法律扶助業務の審査員として４名の会員に



ご協力頂いている。  
   平成２３年１月に、民事法律扶助利用者件数報告書文書を全会員に

配布、７３名から、代理援助３件、書類作成援助１１件、相談援助１

５件との回答があり、トータル１０名の会員が利用している。  
 

９．「ふるさと森林会議」への相談担当者の派遣 

栃木県森林組合連合会からの依頼により、平成２３年２月１８日ホ

テルニューイタヤにおいて開催されたふるさと森林会議に相談担当者

を派遣した。相談件数は、１件であった。  
 



資 料〔Ⅰ〕 

 会 員 の 動 向         
 

入  会  者 

 

氏     名 入 会 年 月 日 支 部 

本 多 絵 美 

山 本 廣 美 

森 島 和 彦 

高 野   怜 

室 井   亮 

青 木 敬 矩 

山 本 理 佐 

近 澤   豊 

中 山 耕 治 

Ｈ２２． ４．２１

Ｈ２２． ５．１２

Ｈ２２． ５．１２

Ｈ２２． ６． ７

Ｈ２２． ９． ８

Ｈ２３． １．２６

Ｈ２３． ２． ９

Ｈ２３． ３．２３

Ｈ２３． ３．２３

小 山 

宇都宮 

宇都宮 

烏 山 

大田原 

鹿 沼 

大田原 

真 岡 

烏 山 

 

 

 

退  会  者 

 

氏     名 退 会 年 月 日 支 部 

江 口 喜 一 

佐 藤 甲 子 

片 栁 富 吉 

寺 井 幸 治 

大 類 博 史 

國 田   邦 

薄 葉 克 美 

矢 板 武 夫 

石 井   脩 

大 谷 博 子 

佐 伯 民 夫 

見 目 敏 夫 

Ｈ２２． ４．２１

Ｈ２２． ５．２１

Ｈ２２． ７．２３

Ｈ２２． ７．２３

Ｈ２２． ８． ９

Ｈ２２．１１．１８

Ｈ２２．１２． ２

Ｈ２２．１２．２０

Ｈ２３． １．２６

Ｈ２３． ２． ９

Ｈ２３． ２． ９

Ｈ２３． ３．３０

烏 山 

大田原 

栃 木 

宇都宮 

足 利 

宇都宮 

大田原 

足 利 

宇都宮 

宇都宮 

宇都宮 

栃 木 

 

 

 

 

 



総事件数

（件）

登   記
事件数
（件）

裁判事務
事件数
（件）

18 217 136,091 132,370 554 152 819 82 2,044 627 610 3.2

19 218 130,898 126,207 473 306 2,132 77 1,677 600 579 3.6

20 219 122,397 117,677 488 392 2,860 106 749 559 537 4.0

21 222 120,401 115,054 562 462 3,506 102 661 542 518 4.6

22 229 115,611 100,895 555 462 2,592 72 645 505 441 4.4

会   員   業   務   の   推   移

資料　〔Ⅱ〕

(業務報告書による）

会員一人当たりの事件数簡裁訴訟
代理業務
事件数
（件）

裁判書類
作成業務
事件数
（件）

裁判外和解
手続事件数

（件）

供　託
事件数
（件）

公   嘱
事件数
（件）

年
会員数

(人）

総事件数

（件）

登   記
事件数
（件）



資料　〔Ⅲ〕

（平成２３年４月１日現在）

事件数 うち､ｵﾝﾗｲﾝ 申請件数 うち､ｵﾝﾗｲﾝ 代理件数 事件数 申請件数 代理件数 事件数 申請件数 代理件数 事件数 うち､ｵﾝﾗｲﾝ 申請件数 うち､ｵﾝﾗｲﾝ 代理件数 事件数 申請件数 代理件数

宇都宮 80 37,644 10,997 36,792 10,807 (22) 0 0 (0) 0 0 (0) 3,923 1,494 3,268 1,296 (0) 4 4 (0)

鹿沼 10 3,788 2,043 3,711 2,041 (0) 0 0 (0) 0 0 (0) 547 421 488 368 (0) 0 0 (0)

日光 8 3,685 1,715 3,664 1,706 (0) 4 4 (0) 0 0 (0) 170 83 142 73 (0) 50 50 (0)

真岡 14 5,501 2,623 5,439 2,587 (3) 0 0 (0) 0 0 (0) 406 336 320 256 (0) 0 0 (0)

大田原 33 13,551 6,268 13,532 6,260 (5) 3 3 (0) 0 0 (0) 816 528 692 428 (0) 0 0 (0)

烏山 5 1,320 27 1,312 27 (0) 0 0 (0) 0 0 (0) 67 0 57 0 (0) 0 0 (0)

栃木 25 9,099 3,792 9,086 3,789 (0) 0 0 (0) 0 0 (0) 1,154 720 1,030 635 (0) 0 0 (0)

小山 24 11,953 5,155 11,465 5,073 (1) 4 4 (0) 0 0 (0) 1,216 644 1,013 543 (0) 1 1 (0)

足利 16 5,930 1,460 5,912 1,451 (0) 12 12 (0) 0 0 (0) 1,124 444 921 366 (0) 0 0 (0)

佐野 14 8,424 4,784 8,290 4,690 (0) 1 1 (0) 0 0 (0) 771 625 631 507 (0) 0 0 (0)

合計 229 100,895 38,864 99,203 38,431 (31) 24 24 (0) 0 0 (0) 10,194 5,295 8,562 4,472 (0) 55 55 (0)

平成２２年分業務報告書集計表

会員数
 不動産の登記  財団の登記  抵当証券の交付  商業または法人の登記  その他の登記



宇都宮

鹿沼

日光

真岡

大田原

烏山

栃木

小山

足利

佐野

合計

 審査請求
裁判外
和解手続

国籍に関する
書類の作成

その他の
業務

継続的
相談

個別的
相談

事件数 申請件数 事件数 事件数 申請件数 事件数 申請件数 事件数 事件数 事件数 申請件数 代理件数 事件数 事件数 申請件数 代理件数 件数 件数

17 17 0 157 157 134 134 916 0 217 214 (3) 32 43,044 40,586 (25) 4 50

0 0 0 47 47 38 38 181 0 12 12 (0) 1 4,614 4,296 (0) 0 32

1 1 0 39 39 30 30 115 0 14 14 (0) 4 4,112 3,944 (0) 0 3

7 7 0 32 32 33 33 143 0 115 114 (0) 9 6,246 5,945 (3) 2 44

11 11 0 48 48 6 6 87 0 126 125 (0) 25 14,673 14,417 (5) 7 51

17 17 0 10 10 3 3 11 0 16 16 (0) 1 1,445 1,415 (0) 2 26

5 5 0 98 89 99 88 439 0 96 96 (0) 23 11,013 10,394 (0) 4 19

9 9 0 58 50 51 51 234 0 47 47 (0) 8 13,581 12,640 (1) 5 22

1 1 0 38 38 49 49 278 0 2 2 (0) 6 7,440 6,935 (0) 1 67

4 4 0 28 28 19 19 188 0 0 0 (0) 8 9,443 8,973 (0) 1 11

72 72 0 555 538 462 451 2,592 0 645 640 (3) 117 115,611 109,545 (34) 26 325

供託  裁判書類作成関係業務  簡裁訴訟代理業務  公共嘱託登記 合計



 資料〔Ⅳ〕 
研 修 会 実 施 内 容            

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

年月日 主題・内容 講    師 開催場所 受講者数 
平成２２年 ４月１０日 第１回全体研修会 

「司法書士の本人確認」 
 
「債務整理事件の処理に関する指針」 
 
 
 
「種類株式を使った事業承継」 

 
栃木県司法書士会青桐会有志メンバー

 
栃木県司法書士会 制度調査委員会 
担当常任理事 小暮 裕之  
委員長    荒川 裕一  
 

大阪司法書士会 
会員 河合 保弘 氏 

栃木県司法書士会館 ７５名 
補助者 １名 

 

平成２２年 ７月 ３日 第２回全体研修会 
「調停センターの活動状況と調停手続のプロセス」 
 
 
 
「司法書士の周辺業務」 
第１部 
①土地家屋調査士紹介、業界動向 
②調査士法３条業務（一般業務）について 
第２部 
①筆界特定の実務 
②調査士ADRについて 
第３部 
住宅建築に当たっての土地関係処法令について他 

（農振法・農地法・都市計画法・建築基準法） 

 

栃木県司法書士会調停センター 
センター長 佐伯 全弘  
事務長   亀田 哲男  
 

 
栃木県土地家屋調査士会 
研修部長 鈴木 一雄 氏 

 
境界問題解決センターとちぎ 
 センター長 橋本 伸治 氏 
 
栃木県公共嘱託登記 

土地家屋調査士協会 
副理事長 中山 孝夫 氏 

栃木県司法書士会館 ６３名 
 
 



年月日 主題・内容 講    師 開催場所 受講者数 
平成２２年１０月 ９日 第３回全体研修会 

「法人登記実務について」 
 

 
「司法書士と憲法」 
 
「司法書士法改正」 

 
宇都宮地方法務局 
 統括登記官 速水 広昭 氏 

統括登記官 佐藤 秀直 氏 
早稲田大学法学部 
教 授 水島 朝穂 氏 

日本司法書士連合会 
 副会長 齋木 賢二 氏 
（司法書士法改正対策部部長） 

栃木県司法書士会館 ７２名 
 

平成２３年 ２月 ５日

 
第４回全体研修会 
「成年後見の相談から申立まで」 
 
「生活困窮者に対する法的支援」 
 
「オンライン登記申請の新システム」 

栃木県司法書士会 
 会員 萩原 仁  

 会員 小板橋 薫  

札幌司法書士会 

 会員 安東 朋美 氏 

株式会社 リーガル  

新システム担当社員 

栃木県司法書士会館 司法書士８１名 
補助者 １２名 

平成２２年 ８月 ７日

平成２２年 ８月２１日

平成２２年 ９月 ４日

専門研修会 
 「原告役からの事情聴取」 
 「被告役からの事情聴取」 
 「受講生間の事例および論点の検討」 
「講師によるアドバイス」 

 

栃木県司法書士会 

会員 人見 哲史  

会員 荒川 剛栄  

栃木県司法書士会館 ７日 １１名 
２１日 １０名 
４日  ７名 

 

平成２２年１１月１３日

平成２２年１１月２７日

専門研修会（特定商取引法及び割賦販売法） 
特定商取引法 
「特商法の概要 訪問販売」 
「特定継続的役務」 
「業務提供誘引販売」 

「電話勧誘販売・通信販売・連鎖販売・その他」 

割賦販売法全般 

 

栃木県司法書士会 

会員 福田 滋一  

会員 青柳 高一  

会員 小野 正夫  

会員 荒川 剛栄  

栃木県司法書士会館 １３日 １６名 
２７日 １４名 

平成２３年 １月２２日 専門研修会（特定商取引法及び割賦販売法） 
「特定商取引法及び割賦販売法の応用講座（実例編）」

 
静岡県司法書士会 
会員 大澄 正人 氏 

栃木県司法書士会館  １５名 
 



年月日 主題・内容 講    師 開催場所 受講者数 
平成２２年 ６月２６日 法律相談のための座談会 

 一般民事・消費者問題全般 
債務整理全般 

 

栃木県司法書士会 

総合相談センター運営委員会  

栃木県司法書士会館   ２６名 

平成２２年１２月１１日 法律相談のための座談会Ⅱ 
 家事事件全般 
借地借家・労働問題・その他全般 

 

栃木県司法書士会 

総合相談センター運営委員会 

栃木県司法書士会館   １７名 

平成２２年 ９月３０日 民事法律扶助についての研修会 
民事法律扶助の諸問題 
 

 
法テラス栃木地方事務所副所長 
 司法書士 市村 忠男 氏 

（栃木県会） 
法テラス埼玉地方事務所副所長 
 司法書士 伊藤 亥一郎 氏 

（埼玉会） 

栃木県司法書士会館   １５名 

平成２２年１０月２０日 相談技法と成年後見に関する研修会 

「相談技法」 
 

「成年後見制度」  

 
栃木県司法書士会総合相談センター 
 担当常任理事 亀田 哲男  
成年後見センター 
リーガルサポートとちぎ支部 
 支部長 小林 久人 氏 

栃木県司法書士会館   ２２名 

平成２２年１１月１７日 労働トラブルに関する研修会 
「個別的労働関係」 

 
対外事業対策委員会 
 副委員長 高根沢 直人  
 委員長  皿嶋 和平  

栃木県司法書士会館   １７名 

平成２２年１０月３０日 平成２２年度日司連年次制研修会（栃木県会） 
 【基調講義】 
 グループディスカッション 
 【総括講義】 
  質疑・応答 

 

弁護士 馬場  隆紀 氏 

栃木県司法書士会館 ３９名 

 



年月日 主題・内容 講    師 開催場所 受講者数 
平成２２年１１月 ６日

 
 
 
 
 
平成２２年１１月 ７日

平成２２年度会員研修会（関ブロ） 
 【講演】 
   「信託総論」 
 
「信託登記を通して学ぶ信託法」 
 
平成２２年度会員研修会（年次制研修）（関ブロ） 
 【基調講演】 
 
 【グループディスカッション】 
 
 【総括講演】 

 

 
筑波大学大学院 
教授 新井 誠 氏 

東京司法書士会 
会員 渋谷 陽一郎 氏 

 

九州大学大学院法学研究院 

教授 七戸 克彦 氏 

 

 

東京経済大学現代法学部 
教授 大出 良知 氏 

ＦＯＲＵＭ８ 
 「７００ホール」 
 
 
 
 
立教大学  
池袋キャンパス  

 
 ９名 

 
 
 
 

７名 

平成２２年１２月 ４日 平成２２年度 新入会員研修会（栃木県会） 
会長講話（司法書士倫理） 
 
社会人としてのマナー及びコミュニケーション・ 
スキルについて 
 
司法書士の報酬について 
司法書士会の組織と規約 
司法書士周辺の諸問題 
法テラスと司法書士の関わり 
関連団体紹介 
（社）栃木県公共嘱託登記司法書士協会 
（社）成年後見センター・リーガルサポートとちぎ支部

栃木県司法書士政治連盟 
栃木県青年司法書士協議会（青桐会） 

 

栃木県司法書士会 

 会長 芝口 久雄  

モーションインターナショナル 

石澤 弘子 氏 

栃木県司法書士会 

 副会長 千保 武士  

 常任理事 青木 三樹男  

副会長 北條 俊介  

法テラス栃木地方事務所 

副所長 市村 忠男 氏 

理事長 大山 典男 氏 

支部長 小林 久人 氏 

副幹事長 蜷川 宏和 氏 

会長 横須賀 新 氏 

栃木県司法書士会館 １３名 

 



 
 支 部 研 修 会 実 施 内 容            

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

年月日 主題・内容 講    師 開催場所 受講者数 
平成２２年 ４月２３日 真岡支部研修会 

ＤＶＤ視聴研修 
 「登記の真実性担保」 
「不動産取引における司法書士職務の在り方」 

 グランドホテル清風 １３名 

平成２２年 ６月１７日 小山支部研修会 
「平成２２年６月１８日実施の改正貸金業法 

について」

 
「債務整理事件処理に関する指針の検討」 
 
 
「債務整理の現状報告と課題」 

 
栃木県司法書士会 
会員 小野 正夫 
 

栃木県司法書士会 
会員 小野 正夫 

 
栃木県司法書士会 
会員 横須賀 昭 
 

野口浩一郎会員 
事務所２階 

１３名 
 
 

平成２２年 ７月１４日 佐野支部研修会 
ＤＶＤ視聴による講義 
「平成１９年度専門業務研修会」 
 〈家族法分野〉第１講義「公的年金基礎」 

 

 
ホテルマリアージュ

仙水 
９名 

 
 

平成２２年 ７月２２日 小山支部研修会 
ＤＶＤ研修会 
「平成２２年７月３日第２回全体研修会 

「司法書士の周辺業務」 

 
 

野口浩一郎会員 
事務所２階 

１３名 
 
 

平成２２年 ７月２９日 小山支部研修会 
ＤＶＤ研修会 
「平成２２年７月３日第２回全体研修会 

「司法書士の周辺業務」 

 
 

野口浩一郎会員 
事務所２階 

１０名 
 
 



年月日 主題・内容 講    師 開催場所 受講者数 
平成２２年 ８月１１日 栃木支部研修会 

「司法書士の執務について」 
 ディスカッション形式 

 

コーディネーター 

栃木県司法書士会 

会員 北條 俊介 

栃木グランドホテル １４名 

平成２２年 ８月２８日 大田原支部研修会 
ＤＶＤ研修会 
「離婚給付に関する諸問題」 
「離婚の現状」 

 西那須野公民館 １３名 
 

平成２２年 ８月２８日

 
宇都宮支部研修会・青桐会 
相続~旧法・応急措置法を中心として~ 

 

栃木県司法書士会 

会員 亀田 哲男 

 

栃木県司法書士会館 宇都宮支部２０名 
青桐会  １０名 

平成２２年 ９月１０日 栃木支部研修会 
「労働問題・年金」 

 

社会保険労務士・行政書士 

 田辺 勇輝 氏 

栃木グランドホテル     １９名 
 

平成２２年１０月２１日

 
小山支部研修会 
ＤＶＤ研修 
「平成２２年８月２８日青桐会・宇都宮支部合同研修会

「旧法、応急措置法を中心とした相続」」 

 

 

野口浩一郎会員 
事務所２階 

     １４名 

平成２２年１０月２３日 大田原支部研修会 
「事例に基づく相互研修」 

 

栃木県司法書士会 

会長 芝口 久雄 

那須町「松川屋那須高原 
ホテル」 

     １８名 

平成２２年１０月２８日

 
小山支部研修会 
ＤＶＤ研修 
「平成２２年８月２８日青桐会・宇都宮支部合同研修会

「旧法、応急措置法を中心とした相続」」 

 

 

野口浩一郎会員 
事務所２階 

     １２名 

平成２２年１１月２６日 栃木支部研修会 
「登記にまつわる税金の知識について」 

 

税理士 会田 哲治 氏 

栃木グランドホテル   １７名 
 



年月日 主題・内容 講    師 開催場所 受講者数 
平成２３年 １月１４日 栃木支部研修会 

「生命保険の仕組みと運用について」 
 

プルデンシャル生命保険 

 高木 敬 氏 

 

栃木グランドホテル   １２名 

平成２３年 １月２０日 佐野支部研修会 
ＤＶＤ視聴による講義 
「平成１９年度専門業務研修会」 
〈財産管理業務分野〉 
第３講「遺言執行・遺留分の実務」」 

 

 

ホテルマリアージュ仙水   １２名 

平成２３年 ３月 ３日 小山支部研修会 
潜像画像読取装置について 
ＤＶＤ研修 
平成２３年２月５日「第４回全体研修会」 
「生活困窮者に対する法的支援」 

 
栃木県司法書士会 
会員 山中 保男 

野口浩一郎会員 
事務所２階 

  １１名 

 

 



資料[Ⅴ]

取得単位０ 45 名

１２単位未満 69 名

１２～２０単位 58 名

２１～３０単位 20 名

３１～４０単位 9 名

４１～５０単位 7 名

５１～６０単位 7 名

６１単位以上 1 名

取得単位集計表

取得単位０
21%

３１～４０単位

４１～５０単位
3%

５１～６０単位
3%

６１単位以上
1%

１２単位未満
32%

１２～２０単位
27%

２１～３０単位
9%

4%



【単位：名】

宇
都
宮

鹿
沼

真
岡

栃
木

小
山

大
田
原

烏
山

佐
野

足
利

合
計

取得単位０ 23 5 2 2 1 4 2 6 45

１２単位未満 25 3 9 7 7 12 1 3 2 69

１２～２０単位 19 2 3 4 8 11 2 6 3 58

２１～３０単位 8 4 5 1 1 1 20

３１～４０単位 4 1 2 2 9

４１～５０単位 3 2 1 1 7

５１～６０単位 3 1 1 1 1 7

６１単位以上 1 1

合計 82 11 15 22 24 29 5 14 14 216

支部別取得単位集計表

100%
６１単位以上

支 部

単 位

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

宇
都
宮

鹿
沼

真
岡

栃
木

小
山

大
田
原

烏
山

佐
野

足
利

６１単位以上

４１～５０単位

３１～４０単位

２１～３０単位

１２～２０単位

１２単位未満

取得単位０



資料〔Ⅵ〕

平成13年 331 331

平成14年 420 420

平成15年 906 906

平成16年 1226 1226

平成17年 1169 10 1179

平成18年 1468 57 57 22 41 1645

平成19年 1224 55 65 25 64 1433

平成20年 1168 57 39 16 49 1329

平成21年 1211 66 57 44 58 1436

平成22年 1022 43 34 49 53 1201

月 宇都宮 足利 小山 日光 那須塩原 合計

4月 80 7 2 5 6 100

5月 89 7 4 7 4 111

6月 86 7 4 4 5 106

7月 100 3 2 4 8 117

8月 68 3 1 4 5 81

9月 86 2 2 6 7 103

10月 94 2 2 1 4 103

11月 85 5 6 7 4 107

12月 92 4 3 6 2 107

1月 94 1 2 3 4 104

2月 114 2 6 2 4 128

3月 34 34

合計 1022 43 34 49 53 1201

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター相談件数総集計

年度 宇都宮 足利 小山 日光 那須塩原 合計



宇都宮 他の

市内 地域
不動産、
賃貸借
関係

労働
問題

消費者
問題

その他

H22.4.3 29 22 7 17 12 15 14 12 5 0 1 7 1 1 3 1

H22.4.10 19 12 7 6 13 9 10 4 4 0 0 8 3 4 0 2

H22.4.17 10 6 4 5 5 3 7 5 0 0 0 3 0 1 0 1

H22.4.24 22 16 6 12 10 8 14 3 1 0 1 5 0 7 6 1

小計 80 56 24 40 40 35 45 24 10 0 2 23 4 13 9 5

H22.5.1 19 13 6 11 7 10 8 11 0 0 1 3 3 3 3 0

H22.5.8 19 9 10 10 9 8 11 4 3 0 0 2 4 6 3 0

H22.5.15 24 12 12 12 12 6 18 9 1 1 0 2 4 2 2 3

H22.5.29 27 17 10 12 15 15 10 7 2 0 0 7 5 4 6 2

小計 89 51 38 45 43 39 47 31 6 1 1 14 16 15 14 5

H22.6.5 20 13 7 10 10 10 10 9 2 0 1 2 2 5 4 2

H22.6.12 23 14 9 12 11 11 12 10 3 2 0 3 1 6 3 0

H22.6.19 22 17 5 12 10 14 8 6 3 1 2 7 3 2 4 2

H22.6.26 21 11 10 7 14 12 9 5 2 0 2 7 2 5 2 2

小計 86 55 31 41 45 47 39 30 10 3 5 19 8 18 13 6

H22.7.3 23 16 7 9 14 13 10 9 1 0 2 4 4 2 3 0

H22.7.10 18 11 7 9 9 9 9 10 2 0 0 3 0 1 2 1

H22.7.17 16 10 6 4 12 12 4 7 2 0 0 3 2 2 1 1

H22.7.24 22 13 9 10 12 13 9 12 3 0 0 5 1 4 3 1

H22.7.31 21 14 7 15 6 14 7 7 1 1 1 3 1 3 6 0

小計 100 64 36 47 53 61 39 45 9 1 3 18 8 12 15 3

H22.8.7 16 12 5 9 7 8 8 6 0 0 0 5 1 3 1 0

H22.8.21 25 18 7 9 16 17 8 12 2 0 0 4 2 3 1 3

H22.8.28 27 18 9 10 17 15 12 10 2 0 0 7 1 8 7 0

小計 68 48 21 28 40 40 28 28 4 0 0 16 4 14 9 3

H22.9.4 18 13 5 8 10 11 7 10 1 1 1 3 0 1 3 0

H22.9.11 30 19 11 18 12 19 11 10 4 1 1 11 2 2 1 3

H22.9.18 20 12 8 11 9 11 9 7 3 0 0 5 1 4 1 2

H22.9.25 18 12 6 7 11 7 11 5 1 1 2 4 1 5 2 1

小計 86 56 30 44 42 48 38 32 9 3 4 23 4 12 7 6

H22.10.2 18 7 11 5 13 8 10 8 1 0 0 2 0 5 3 2

H22.10.9 20 14 6 9 11 17 3 13 0 1 0 1 1 2 2 1

H22.10.16 24 15 9 11 13 8 16 6 2 0 2 4 3 2 5 1

H22.10.23 15 9 6 6 9 11 4 7 3 0 1 3 2 0 1 0

H22.10.30 17 13 4 7 10 7 10 8 1 0 0 2 2 2 2 1

小計 94 58 36 38 56 51 43 42 7 1 3 12 8 11 13 5

H22.11.6 21 15 6 10 11 10 11 9 3 0 1 3 1 3 4 2

H22.11.13 19 12 7 11 8 10 9 10 1 0 0 3 1 1 3 1

H22.11.20 21 11 10 8 12 8 13 13 1 0 1 3 1 3 1 0

H22.11.27 24 14 10 10 14 11 13 9 2 0 1 9 3 1 4 0

小計 85 52 33 39 45 39 46 41 7 0 3 18 6 8 12 3

H22.12.4 28 16 12 10 18 13 15 7 1 2 0 6 3 7 3 0

H22.12.11 19 11 8 11 8 7 12 6 4 1 0 5 1 2 2 0

H22.12.18 25 13 12 11 14 11 14 3 3 1 1 8 1 9 2 1

H22.12.25 20 11 9 12 8 11 9 8 3 0 0 3 1 1 4 0

小計 92 51 41 44 48 42 50 24 11 4 1 22 6 19 11 1

H23.1.8 18 12 6 8 11 9 9 7 2 0 0 3 3 0 4 0

H23.1.15 26 11 15 16 10 16 10 9 1 1 0 5 2 3 4 1

H23.1.22 25 17 8 16 9 14 11 8 1 1 3 4 2 3 1 2

H23.1.29 25 15 10 12 14 13 12 12 2 2 1 4 3 2 3 1

小計 94 55 39 52 44 52 42 36 6 4 4 16 10 8 12 4

H23.2.5 32 21 11 16 15 13 19 16 3 0 1 5 0 1 2 5

H23.2.12 19 10 9 8 11 9 10 8 2 1 0 4 3 1 1 1

H23.2.19 28 18 10 16 12 16 12 11 2 0 2 8 4 7 3 2

H23.2.26 35 20 15 11 24 16 19 9 3 0 0 7 3 9 5 2

小計 114 69 45 51 62 54 60 44 10 1 3 24 10 18 11 10

H23.3.5 24 16 8 12 12 13 11 4 4 0 0 5 2 7 5 0

家事事件

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター宇都宮　相談件数集計

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの
総件数と男女数、居住地区数の違いは「不明」の数

年月日 計 来局 女 多重債務 その他

裁判事務

登記 成年後見電話 男



宇都宮 他の

市内 地域
不動産、
賃貸借
関係

労働
問題

消費者
問題

その他

家事事件年月日 計 来局 女 多重債務 その他

裁判事務

登記 成年後見電話 男

H23.3.12 10 8 2 7 3 8 2 7 0 0 0 2 0 0 2 0

H23.3.19

H23.3.26

小計 34 24 10 19 15 21 13 11 4 0 0 7 2 7 7 0

合   計 1022 639 384 488 533 529 490 388 93 18 29 212 86 155 133 51

宇都宮 他の

市内 地域
不動産、
賃貸借
関係

労働
問題

消費者
問題

その他

平成13年 331 151 180 163 168 137 191 194 38 29

平成14年 420 168 253 203 217 183 237 243 61 43

平成15年 906 479 427 483 423 446 460 286 326 54

平成16年 1226 773 453 648 554 658 510 362 295 197

平成17年 1169 701 468 628 516 602 530 358 194 265

平成18年 1468 951 517 754 697 755 663 419 418 360

平成19年 1224 817 435 674 588 629 611 364 436 114

平成20年 1168 740 428 598 555 633 495 343 293 242

110 24 24 245

93 18 29 212 86 155

32

31

38

53

家事事件

8

9

13

254

計 来局 電話 男 女 登記

65

64

231

21

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター宇都宮　相談件数年合計一覧

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの

成年後見 多重債務 その他年　度

平成21年 1211 758 453 622

裁判事務

333

318

251

296

90588 615 593 395 403 214261

平成22年 1022 639 384 488 533 51
241

529 490 388 352 133



不動産、
賃貸借関係

労働
問題

消費者
問題

その他

H22.4.17 7 4 3 6 1 4 1 0 0 1 1 3 1 0

H22.5.15 7 2 5 7 0 5 1 0 0 1 0 0 0 0

H22.6.19 7 1 6 6 1 3 0 0 0 2 0 1 2 0

H22.7.17 3 3 0 3 0 1 2 0 0 1 0 0 1 0

H22.8.21 3 1 2 1 2 0 1 0 0 0 0 0 2 1

H22.9.18 2 0 2 1 1 0 0 0 0 0 1 0 2 0

H22.10.16 2 2 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0

H22.11.20 5 3 2 3 2 2 0 0 0 2 0 0 1 0

H22.12.18 4 3 1 4 0 1 1 0 0 0 0 0 1 1

H23.1.15 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

H23.2.19 2 2 0 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

H23.3.19

合   計 43 22 21 36 7 18 7 0 0 7 2 4 12 2

不動産、
賃貸借関係

労働
問題

消費者
問題

その他

平成17年 10 3 7 5 4 1 3 4

平成18年 57 20 38 41 16 19 19 8

平成19年 55 25 30 40 15 20 20 2

平成20年 57 21 36 45 12 26 25 5

2 2 0 11

7 0 0 7 2 4

計

多重債務

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター足利　相談件数集計　　　　

多重債務 その他他の地域足利市内 登記

裁判事務

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの

足利市内 他の地域 登記 成年後見

年月日 女 成年後見 家事事件

裁判事務
年　度 計 男 女

男

その他

2

11

10

4

66 33 33 57 9 28 20 3平成21年
15

家事事件

0

0

3

1

6

平成22年 43 22 21 36 18
14

12 2
6

7

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター足利　相談件数年合計一覧

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの



不動産、
賃貸借関係

労働
問題

消費者
問題

その他

H22.4.17 2 0 2 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0

H22.5.15 4 1 3 3 1 2 0 0 0 1 0 0 1 0

H22.6.19 4 3 1 3 1 2 0 0 0 2 0 0 0 0

H22.7.17 2 0 2 2 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0

H22.8.21 1 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

H22.9.18 2 0 2 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0

H22.10.16 2 2 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0

H22.11.20 6 4 2 4 2 2 0 0 0 1 0 0 3 0

H22.12.18 3 0 3 2 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0

H23.1.15 2 0 2 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1

H23.2.19 6 6 0 4 2 4 0 0 0 2 1 0 1 0

H23.3.19

合   計 34 17 17 25 9 15 3 0 0 9 1 0 8 1

不動産、
賃貸借関係

労働
問題

消費者
問題

その他

平成18年 57 31 26 32 25 18 21 16

平成19年 65 33 32 44 21 15 25 6

平成20年 39 17 22 24 15 14 7 7

7 1 2 7

3 0 0 9 1 0

多重債務男 女 他の地域

女男

39 18

他の地域小山市内

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター小山　相談件数集計　　　　

裁判事務
成年後見小山市内 登記年月日 計 その他

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの

家事事件

30 27

登記

裁判事務

成年後見 家事事件 多重債務 その他

平成22年 34

計年　度

平成21年 57 0

4

18

9

2

1

2

5
17

14

17 17 25 9 15
12

8

26

1
1

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター小山　相談件数年合計一覧

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの



不動産、
賃貸借関係

労働
問題

消費者
問題

その他

H22.4.17 5 1 4 5 0 2 0 0 0 2 2 1 0 0

H22.5.15 7 5 2 7 0 1 2 0 0 1 0 1 2 0

H22.6.18 4 1 3 4 0 1 0 0 0 2 0 2 0 0

H22.7.17 4 3 1 3 1 0 1 1 0 0 0 0 2 0

H22.8.21 4 3 1 4 0 1 0 0 0 0 2 2 1 0

H22.9.18 6 4 2 6 0 2 2 0 0 2 0 1 0 0

H22.10.16 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0

H22.11.20 7 3 4 7 0 6 0 0 0 0 0 0 1 0

H22.12.18 6 1 5 6 0 2 0 0 0 1 2 0 0 1

H23.1.15 3 1 2 3 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1

H23.2.19 2 2 0 2 0 2 1 0 0 0 0 1 0 0

H23.3.19

合   計 49 24 25 48 1 19 6 1 0 9 6 9 7 2

不動産、
賃貸借関係

労働
問題

消費者
問題

その他

平成18年 22 10 12 21 1 6 8 4

平成19年 25 15 10 25 0 5 13 0

平成20年 16 7 9 12 4 6 4 2

13 1 0 7

6 1 0 9 6 9

15

年月日 計

平成21年 44 23

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの

男 女 日光市内 他の地域 成年後見 多重債務

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター日光　相談件数集計　　　　

登記 家事事件

7 2

その他

成年後見 家事事件 多重債務

5 1

平成22年

裁判事務

21 41 3 15
21

他の地域 登記

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター日光　相談件数年合計一覧

16

3

7

4

裁判事務

年月日 計 男 女 日光市内 その他

2

0

0

6

49 24 25 48 1 19



不動産、
賃貸借関係

労働
問題

消費者
問題

その他

H22.4.17 6 5 1 5 1 4 0 0 0 3 0 0 0 0

H22.5.15 4 4 0 2 2 2 0 0 0 0 0 1 0 1

H22.6.19 5 4 1 3 2 2 1 0 0 1 0 0 1 0

H22.7.17 8 2 6 8 0 6 0 0 0 2 0 2 0 3

H22.8.21 5 2 3 4 1 1 0 0 0 3 1 2 0 0

H22.9.18 7 2 5 7 0 4 1 0 0 1 0 1 1 1

H22.10.16 4 0 4 3 1 1 0 1 0 1 0 1 0 0

H22.11.20 4 4 0 0 4 1 0 0 0 1 0 0 2 1

H22.12.18 2 2 0 0 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0

H23.1.15 4 4 0 3 1 2 1 0 1 1 0 0 0 0

H23.2.19 4 3 1 2 2 0 0 0 0 0 1 1 0 2

H23.3.19

合   計 53 32 21 37 16 23 4 2 1 13 2 8 4 8

不動産、
賃貸借関係

労働
問題

消費者
問題

その他

平成18年 41 21 20 19 22 8 19 11

平成19年 64 28 36 46 18 17 20 5

平成20年 49 26 22 38 11 16 13 11

6 1 2 18

4 2 1 13 2 8

年月日 計 男 女 登記

裁判事務

成年後見 多重債務 その他家事事件

年月日 計 男 女 那須塩原市内

19
27

12 4平成21年 58 28 30 45 13

裁判事務

成年後見 家事事件

10

0

他の地域 登記

那須塩原市内 他の地域

53 32 21 37 16 423
20

8
10

7

多重債務

1

1

平成22年

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター那須塩原　相談件数集計　　　　
総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの

栃木県司法書士会司法書士総合相談センター那須塩原　相談件数年合計一覧

総件数と相談項目数の数の違いは複数相談によるもの

その他

4

21



資料〔Ⅶ〕

全国一斉司法書士法律相談（１０月１日～７日まで）

                     栃木県司法書士会

実施地区 実施日 実施時間 実施場所

宇都宮市 10/4・5 10時～15時 宇都宮市役所　市民相談コーナー

10/3 10時～15時 ベルモール

栃木市 10/3 10時～15時 ジャスコ栃木店

小山市 10/3 10時～15時 道の駅思川 小山評定館

大田原市 10/3 10時～15時 西那須野公民館

佐野市 10/4 10時～15時 佐野市総合福祉センター２階

平成２２年度司法書士法律相談実施場所



実施地区 実施日 実施時間 実施場所（詳しく）

宇都宮市 10/1～10/7 １０時～１５時

上三川町

さくら市

日光市

鹿沼市 10/1～10/7 ９時～１７時

真岡市 10/1～10/7 １０時～１５時

茂木町 各司法書士事務所

市貝町

栃木市 10/1～10/7 １０時～１６時

岩舟町 （土曜日・日曜日は休み）

壬生町

都賀町

大田原市 10/1～10/7 ９時～１７時

那須塩原市

矢板市

那須町

那須烏山市 10/1～10/7 １４時～１６時

那珂川町

足利市 10/1～10/7 ９時～１７時



資料〔Ⅷ〕

１．相談件数

司法書士会 8 7 39 6 60

調査士会 7 2 9 4 22

行政書士会 7 1 37 3 48

合計 22 10 85 13 130

２．男女別

男 13 9 55 11 88

女 10 1 26 2 39

不明 1 0 5 0 6

合計 24 10 86 13 133

三士会法の日無料相談会
相談件数集計表

（１０月3日実施）

宇都宮 大田原 小山 栃木

栃木

合計

宇都宮 大田原 小山 合計

会場

区分

会場

区分

合計 24 10 86 13 133

３．年齢別

１０代 0 0 0 0 0

２０代 0 0 1 0 1

３０代 2 0 5 0 7

４０代 3 2 4 0 9

５０代 3 1 13 0 17

６０代 2 0 26 0 28

７０代 5 1 11 0 17

８０代 0 3 5 0 8

不明 8 3 21 13 45

合計 23 10 86 13 132

４．広報

新聞 12 5 24 3 44

市町村広報 0 2 19 2 23

その他 5 2 21 0 28

不明 5 1 23 8 37

合計 22 10 87 13 132

小山

栃木

栃木 合計

大田原 小山 合計

広報媒体

宇都宮

宇都宮 大田原

会場

年齢層

会場



５．相談項目

相談項目 宇都宮 大田原 小山 栃木 合計

境界確認 2 0 4 2 8

地積測量 0 0 0 0 0

土地分筆 1 1 0 0 2

地目変更 0 0 1 0 1

土地　その他 2 1 1 0 4

建物表題 0 0 0 1 1

建物表示変更 1 0 2 0 3

建物滅失 1 0 1 1 3

建物分割合併 0 0 0 0 0

建物　その他 0 0 1 0 1

その他 0 0 0 0 0

計 7 2 10 4 23

相続・遺言 4 0 21 2 27

営業許認可 0 0 1 0 1

法人等 0 0 0 0 0

土地利用 0 0 5 0 5

運輸 0 0 0 0 0

建設 0 0 0 0 0

農地 0 1 5 0 6

風俗 0 0 0 0 0

入管 0 0 0 0 0

権利 0 0 2 0 2

知的財産 0 0 0 0 0

その他 3 0 7 1 11

計 7 1 41 3 52

相続（遺産分割） 4 5 16 2 27

売買 0 0 2 0 2

贈与 0 0 5 1 6

財産分与・離婚 0 0 0 0 0

会社設立 1 0 0 0 1

役員変更 0 0 0 0 0

金銭貸借 0 0 2 0 2

訴訟一般 0 1 2 1 4

少額訴訟 0 0 0 0 0

多重債務 1 0 4 0 5

共有物分割 0 0 0 0 0

賃貸借 1 0 1 1 3

登記手続一般 0 0 11 1 12

成年後見 0 0 1 0 1

その他 1 1 1 0 3

計 8 7 45 6 66

22 10 96 13 141合計

土
地
家
屋
調
査
士
会

行
政
書
士
会

司
法
書
士
会



資料〔Ⅸ〕 

五士会無料法律相談会相談件数集計表 
 

平成２３年１月１５日（土） 
とちぎ健康の森 生きがいづくりセンター教室 

 

※ 相談者４７組 

団 体 名 相談件数 

栃木県公認会計士会 ３ 

栃木県弁護士会 ２２ 

栃木県不動産鑑定士協会 ４ 

関東信越税理士会栃木県支部連合会 １４ 

栃木県司法書士会 １０ 

計 ５３ 
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資料 2
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申請件数別の会員の割合

０～１００

１０１～２００

２０１～３００

３０１～４００

４０１～５００

５０１～６００

６０１～７００

７０１～８００

８０１～９００

９０１～９９９

１０００～

申請件数

申請件数（件） 人数（名） 割合（％）

100 ０～１００ 45 20.3

200 １０１～２００ 33 14.9

300 ２０１～３００ 25 11.3

400 ３０１～４００ 18 8.1

500 ４０１～５００ 19 8.6

600 ５０１～６００ 17 7.7

700 ６０１～７００ 12 5.4

800 ７０１～８００ 9 4.1

900 ８０１～９００ 8 3.6

999 ９０１～９９９ 3 1.4

１０００～ 33 14.9

合　　計 222 100.0

申請件数別の会員数及び割合

合　　計 222 100.0



申請件数別会員数及びその合計件数
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（会員数） （申請件数の合計）

申請件数（件） 申請件数の合計 割合（％） 会員数

100 ０～１００ 1,700 1.5 45

200 １０１～２００ 4,671 4.2 33

300 ２０１～３００ 6,282 5.6 25

400 ３０１～４００ 6,424 5.7 18

500 ４０１～５００ 8,637 7.7 19

600 ５０１～６００ 9,568 8.5 17

700 ６０１～７００ 7,655 6.8 12

800 ７０１～８００ 6,768 6.0 9

900 ８０１～９００ 6,896 6.1 8

999 ９０１～９９９ 2,906 2.6 3

１０００～ 50,994 45.3 33

合　　計 112,501 100.0 222

申請件数別合計件数及び割合
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常任理事 星 敏之 
 

平成２１年の会員の申請件数について 

 平成２１年中の会員数は２２２名であり、その申請件数の合計は１１２，５０１件である。

また、１人当たり平均申請件数は５０６件である。 

 申請件数が１００件以下の会員数は４５名（全体の会員数に占める割合は２０．３％）で

あり、１０１件から２００件までの会員数は３３名（同１４．９％）であり、２０１件から

３００件までの会員数は２５名（同１１．３％）である。つまり、１人当たり平均申請件数

の約半分以下の申請件数である３００件までの会員の合計数は１０３名であり、全体の会員

数に占める割合は４６．４％となっている。 

 これに対応する申請件数１００件以下の会員の申請件数の合計は１，７００件（全体の申

請件数に占める割合は１．５％）であり、１０１件から２００件までの会員の申請件数の合

計は４，６７１件（同４．２％）であり、２０１件から３００件までの会員の申請件数の合

計は６，２８２件（同５．６％）である。つまり、１人当たり平均申請件数の約半分以下の

申請件数である３００件までの会員の申請件数の合計は１２，６５３件であり、その全体の

申請件数に占める割合は１１．２％である。 

 すなわち、申請件数が年間３００件以下である全体の約半数の会員が、全体の申請件数の

約１割の業務を分け合っていると言える。 

 ちなみに、１人当たり平均申請件数以下である５００件以下の会員数は１４０名であり、

全体の会員数に占める割合は６.３．１％である。これに対応する申請件数５００件以下の会

員の申請件数の合計は２７，７１４件であり、全体の申請件数に占める割合は２４．６％で

ある。 

 すなわち、申請件数が年間５００件以下である全体の約３分の２の会員が、全体の申請件

数の４分の１の業務を分け合っていると言える。 

 これに対して、申請件数が１，０００件以上の会員数は３３名であり、全体の会員数に占

める割合は１４．９％である。これに対応する申請件数１，０００件以上の会員の申請件数

の合計は５０，９９４件であり、全体の申請件数に占める割合は４５．３％である。 

 すなわち、全体の会員の１５％に満たない会員が全体の申請件数の半数近い業務を行って

いると言える。 
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